
 

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業（概要版） 
 

1.目的 

物価高騰の影響を受けた生活者や事業者への支援 
 

2.事業選定に当たっての方針 

① 全体に行き届く支援（生活者支援） 

物価高騰は特定の世帯だけでなく、市民全体の生活に影響を与えていると考えられることから、全市民を対象に１人当たり５,０００円の給

付を行い、あわせて、特に物価高騰の影響を受けていると考えられる低所得世帯には、１世帯当たり５,０００円を加算します。 

② 子育て、若者世代への支援（生活者支援） 

   保育児童の保護者に対しては、主食費・副食費の無償化を次年度４月から１２月まで実施します。小学生の保護者に対しては、国の小学校給

食費無償化施策分（５,２００円）と実際の給食費（６,５００円）との差額（１,３００円）を補填することで、次年度の１学期から２学期まで（４月から１

２月まで）の間、保護者の負担軽減を図ります。 

また、これまで直接的な支援が行き届きにくかった層である中学生の子どもの保護者に対しては、昼食の負担を軽減するため、子ども１人当

たり２万円分のデジタル商品券を次年度４月以降に配布するとともに、高校生・大学生などの若者世代に対しても、学用品、図書の購入など、

日常生活や学びに関わる支出が増える中、将来を担う世代に直接届く形の支援が必要と判断し、１人当たり１万円分のデジタル商品券を次年

度４月以降に配布します。 

③ 事業者支援の考え方（事業者支援） 

国が各事業者を直接支援するメニューと重複しない本市独自の取組として、介護サービス事業所と障害福祉サービス事業所への光熱費等の

支援を行うこととし、事業期間についても三重県が実施する事業とは異なる期間で支援を行うこととします。 

また、国の強い経済を実現する総合経済対策において、「重点支援地方交付金の拡充を通じて、中小企業・小規模事業者が賃上げや設備投

資に踏み出せる環境を整備する。」とされていることから、中小企業へのエネルギー価格等高騰対応生産性向上・業態転換支援を行うこととし、

あわせて、農業者等への支援も選定しました。 

生活者支援（６億３,16０万円） ８１.9％              事業者支援（１億 2,68０万円） 16.４％ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の推奨事業メニューよりも更に効果があると考える事業 

（1,30８万円） 1.7％ 

  

①食料品の物価高騰に対する生活者支援 ３億９,６５５万円 

（１）［新規］生活応援事業（５,０００円×７３,３１０人） 

  市民１人当たり５,０００円を給付 

  実施時期：R８.１～ 

※特別加算分として２億８,３００万円が本市へ配分 

 

②物価高騰に伴う低所得者世帯支援 ５,０００万円 

（１）［新規］生活応援事業【低所得世帯加算分】 

（５,０００円×９,０００世帯） 

  市民１人当たり５,０００円の給付に合わせて低所得世帯への加算 

  実施時期：R８.１～ 

 

③物価高騰に伴う子育て世帯支援 １億３,５２６万円 

（１）保育施設等主食費・副食費無償化事業（Ｒ8.4～１２） 

（２）学校給食費無償化事業（Ｒ8.4～１２） 

（３）［新規］中学生家庭支援事業（２万円×2,１００人） 

  中学生の子どもの保護者に子ども１人当たり２万円分のデジタル商品券 

を配付 

 ※デジタル対応が困難な場合は紙媒体で対応 

（１）（２）（３）実施時期：R８.4～ 

 

④消費下支え等を通じた生活者支援 4,97９万円 

（１）［新規］若者応援事業（１万円×4,90０人） 

  若者世代１人当たり１万円分のデジタル商品券を配付 

※デジタル対応が困難な場合は紙媒体で対応 

  実施時期：R８.4～ 

①公共施設の光熱費等高騰分（保育施設、学校施設）  

①中小企業・小規模事業者の賃上げ環境整備 ５,00０万円 

（１）エネルギー価格等高騰対応生産性向上・業態転換支援補助金 

（10～5０万円×15０事業者） 

名張商工会議所が実施する事業への補助 

実施時期：R８.4～ 

 

②医療・介護・保育施設等に対する物価高騰対策支援 ５,７７２万円 

（１）介護サービス事業所支援(食材費・光熱費・燃料費の一部補助) 

（２）障害福祉サービス事業所支援(食材費・光熱費・燃料費の一部補助) 

（３）子ども食堂運営補助事業（１０万円／事業者） 

（４）名張市立病院支援事業（光熱費の一部補助） 

（１）（２）（４）実施時期：R８.1～、（３）実施時期：R８.4～ 

 

③農林水産業における物価高騰対策支援 １,９0８万円 

（１）農業者への営農継続支援（5～1０万円×25０人） 

（２）林業者への林業機械導入補助（4０万円×1０件） 

（１）（２）実施時期：R８.4～ 
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